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中央教育審議会答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」（平成 18 年 7 月 11 日）

（抄） 
 
１．これからの社会と教員に求められる資質能力 
（2）教員に求められる資質能力 
○ このような社会の大きな変動に対応しつつ、国民の学校教育に対する期待に応えるた

めには、教育活動の直接の担い手である教員に対する揺るぎない信頼を確立し、国際的

にも教員の資質能力がより一層高いものとなるようにすることが極めて重要である。 
 
○ 教員に求められる資質能力については、これまでも本審議会等がしばしば提言を行っ

ている。例えば、平成 9 年の教育職員養成審議会（以下「教養審」という。）第一次答申

等においては、いつの時代にも求められる資質能力と、変化の激しい時代にあって、子

どもたちに〔生きる力〕を育む観点から、今後特に求められる資質能力等について、そ

れぞれ以下のように示している。 
 

1. いつの時代にも求められる資質能力 
教育者としての使命感、人間の成長・発達についての深い理解、幼児・児童・生徒

に対する教育的愛情、教科等に関する専門的知識、広く豊かな教養、これらを基盤と

した実践的指導力等  
 
2. 今後特に求められる資質能力 

地球的視野に立って行動するための資質能力（地球、国家、人間等に関する適切な

理解、豊かな人間性、国際社会で必要とされる基本的資質能力）、変化の時代を生き

る社会人に求められる資質能力（課題探求能力等に関わるもの、人間関係に関わるも

の、社会の変化に適応するための知識及び技術）、教員の職務から必然的に求められ

る資質能力（幼児・児童・生徒や教育の在り方に関する適切な理解、教職に対する愛

着、誇り、一体感、教科指導、生徒指導等のための知識、技能及び態度）  
 
3. 得意分野を持つ個性豊かな教員 

画一的な教員像を求めることは避け、生涯にわたり資質能力の向上を図るという前

提に立って、全教員に共通に求められる基礎的・基本的な資質能力を確保するととも

に、積極的に各人の得意分野づくりや個性の伸長を図ることが大切であること 
 
○ また、平成 17 年 10 月の本審議会の答申「新しい時代の義務教育を創造する」におい

ては、優れた教師の条件について、大きく集約すると以下の 3 つの要素が重要であると

している。 
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1. 教職に対する強い情熱 

教師の仕事に対する使命感や誇り、子どもに対する愛情や責任感など  
2.教育の専門家としての確かな力量 

子ども理解力、児童・生徒指導力、集団指導の力、学級づくりの力、学習指導・授

業づくりの力、教材解釈の力など  
3.総合的な人間力 

豊かな人間性や社会性、常識と教養、礼儀作法をはじめ対人関係能力、コミュニケ

ーション能力などの人格的資質、教職員全体と同僚として協力していくこと 
 
○ これらの答申の文言や具体的な例示には若干の違いはあるものの、これからの社会の

進展や、国民の学校教育に対する期待等を考えた時、これらの答申で示した基本的な考

え方は、今後とも尊重していくことが適当である。むしろ、変化の激しい時代だからこ

そ、変化に適切に対応した教育活動を行っていく上で、これらの資質能力を確実に身に

付けることの重要性が高まっているものと考える。 
 
○ また、教職は、日々変化する子どもの教育に携わり、子どもの可能性を開く創造的な

職業であり、このため、教員には、常に研究と修養に努め、専門性の向上を図ることが

求められている。教員を取り巻く社会状況が急速に変化し、学校教育が抱える課題も複

雑・多様化する現在、教員には、不断に最新の専門的知識や指導技術等を身に付けてい

くことが重要となっており、「学びの精神」がこれまで以上に強く求められている。 
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中央教育審議会答申「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策につい

て」（平成 24 年 8 月 28 日）（抄） 
 

２．これからの教員に求められる資質能力  

○ これからの社会で求められる人材像を踏まえた教育の展開、学校現場の諸課題への対

応を図るためには、社会からの尊敬・信頼を受ける教員、思考力・判断力・表現力等

を育成する実践的指導力を有する教員、困難な課題に同僚と協働し、地域と連携して

対応する教員が必要である。 

○ また、教職生活全体を通じて、実践的指導力等を高めるとともに、社会の急速な進展

の中で、知識・技能の絶えざる刷新が必要であることから、教員が探究力を持ち、学

び続ける存在であることが不可欠である(「学び続ける教員像」の確立)。 

○ 上記を踏まえると、これからの教員に求められる資質能力は以下のように整理される。

これらは、それぞれ独立して存在するのではなく、省察する中で相互に関連し合いな

がら形成されることに留意する必要がある。 

(ⅰ)教職に対する責任感、探究力、教職生活全体を通じて自主的に学び続ける力(使命感

や責任感、教育的愛情) 

(ⅱ)専門職としての高度な知識・技能 

・教科や教職に関する高度な専門的知識(グローバル化、情報化、特別支援教育その

他の新たな課題に対応できる知識・技能を含む) 

・新たな学びを展開できる実践的指導力(基礎的・基本的な知識・技能の習得に加え

て思考力・判断力・表現力等を育成するため、知識・技能を活用する学習活動や

課題探究型の学習、協働的学びなどをデザインできる指導力) 

・教科指導、生徒指導、学級経営等を的確に実践できる力 

(ⅲ) 総合的な人間力(豊かな人間性や社会性、コミュニケーション力、同僚とチームで

対応する力、地域や社会の多様な組織等と連携・協働できる力) 
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中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」 
（平成 27 年 12 月 21 日）（抄） 
 
２．これからの時代の教員に求められる資質能力 
 

◆ これまで教員として不易とされてきた資質能力に加え，自律的に学ぶ姿勢を持ち，時

代の変化や自らのキャリアステージに応じて求められる資質能力を生涯にわたって高め

ていくことのできる力や，情報を適切に収集し，選択し，活用する能力や知識を有機的

に結びつけ構造化する力などが必要である。 

◆ アクティブ・ラーニングの視点からの授業改善，道徳教育の充実，小学校における外

国語教育の早期化・教科化，ＩＣＴの活用，発達障害を含む特別な支援を必要とする児

童生徒等への対応などの新たな課題に対応できる力量を高めることが必要である。 

◆ 「チーム学校」の考えの下，多様な専門性を持つ人材と効果的に連携・分担し，組織

的・協働的に諸課題の解決に取り組む力の醸成が必要である。 

 

教員が備えるべき資質能力については，例えば使命感や責任感，教育的愛情，教科や教

職に関する専門的知識，実践的指導力，総合的人間力，コミュニケーション能力等がこれ

までの答申等においても繰り返し提言されてきたところである1。これら教員として不易の

資質能力は引き続き教員に求められる。 

今後，改めて教員が高度専門職業人として認識されるために，学び続ける教員像の確立

が強く求められる。このため，これからの教員には，自律的に学ぶ姿勢を持ち，時代の変

化や自らのキャリアステージに応じて求められる資質能力を，生涯にわたって高めていく

ことのできる力も必要とされる。 

また，変化の激しい社会を生き抜いていける人材を育成していくためには，教員自身が

時代や社会，環境の変化を的確につかみ取り，その時々の状況に応じた適切な学びを提供

していくことが求められることから，教員は，常に探究心や学び続ける意識を持つことと

ともに，情報を適切に収集し，選択し，活用する能力や知識を有機的に結びつけ構造化す

る力を身に付けることが求められる。 

さらに，子供たち一人一人がそれぞれの夢や目標の実現に向けて，自らの人生を切り開

くことができるよう，これからの時代に生きる子供たちをどう育成すべきかについての目

標を組織として共有し，その育成のために確固たる信念をもって取り組んでいく姿勢が必

要である。 

一方，学校を取り巻く課題は極めて多種多様である。いじめ・不登校などの生徒指導上

の課題や貧困・児童虐待などの課題を抱えた家庭への対応，キャリア教育・進路指導への

                                                   
1  例えば，「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」（平成１８年７月１１日，中央教育

審議会）や，「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策（答申）」（平成２４年８

月２８日，中央教育審議会）など。 
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対応，保護者や地域との協力関係の構築など，従来指摘されている課題に加え，さきに述

べた新しい時代に必要な資質能力の育成，そのためのアクティブ・ラーニングの視点から

の授業改善や道徳教育の充実，小学校における外国語教育の早期化･教科化，ICT の活用，

インクルーシブ教育システムの構築の理念を踏まえた，発達障害を含む特別な支援を必要

とする児童生徒等への対応，学校安全への対応，幼小接続をはじめとした学校間連携等へ

の対応など，新たな教育課題も枚挙にいとまがなく，一人の教員がかつてのように，得意

科目などについて学校現場で問われる高度な専門性を持ちつつ，これら全ての課題に対応

することが困難であることも事実である。 

そのため，教員が上記のように新たな課題等に対応できる力量を高めていくのみならず，

「チーム学校」の考え方の下，教員は多様な専門性を持つ人材と効果的に連携・分担し，

教員とこれらの者がチームとして組織的に諸課題に対応するとともに，保護者や地域の力

を学校運営に生かしていくことも必要である。このため教員は，校内研修，校外研修など

様々な研修の機会を活用したり自主的な学習を積み重ねたりしながら，学校作りのチーム

の一員として組織的・協働的に諸課題の解決のために取り組む専門的な力についても醸成

していくことが求められる。 
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４．改革の具体的な方向性 

（5）教員の養成・採用・研修を通じた改革の具体的な方向性 

＜教員育成指標の策定＞ 

 

◆ 高度専門職業人として教職キャリア全体を俯瞰(ふかん)しつつ，教員がキャリアステ

ージに応じて身に付けるべき資質や能力の明確化のため，各都道府県等は教員育成指標

を整備する。 

◆ その際，教員を支援する視点から，現場の教員が研修を受けることで自然と目安とな

るような指標とする。 

◆ 教員育成指標は教員の経験や能力，適性等を考慮しつつ，各地域の実情に応じて策定

されるものとする。 

◆ それぞれの学校種における教員の専門性を十分に踏まえつつ，必要に応じ学校種ごと

に教員育成指標を策定することとする。 

◆ 各地域における教員育成指標の策定のため，国は各地域の自主性，自律性に配慮しつ

つ，整備のための大綱的指針を示す。 

 

教員の養成・採用・研修の接続を強化し一体性を確保するためには，大学と教育委員会が

目標を共有し，連携を図りながら，当該目標を達成するためにそれぞれが果たすべき役割

を自覚し，適切に実施していくことが必要である。 

特に，近年の重要な教育課題や次期学習指導要領の検討状況も踏まえつつ，これらに教員

が速やかに対応できる力を効果的に育成できるようにしなければならず，国，独立行政法

人教員研修センター，教育委員会，学校，大学が互いに連携・協力しながら，体系的に養

成及び研修を行っていくことが求められる。そのためにも，これらの関係者間でこのよう

な課題への対応も含む教員の育成に関する目標が共有されることが不可欠である。 

また，合わせて，教員が担う役割が高度に専門的であることを改めて示すとともに，教職

課程に在籍する学生や現職教員の両方にとって，教職キャリア全体を俯瞰(ふかん)しつつ，

現在自らが位置する段階において身に付けるべき資質や能力の具体的な目標となり，かつ，

教員一人一人がそれぞれの段階に応じて更に高度な段階を目指し，効果的・継続的な学習

に結びつけることが可能となる体系的な指標となるべきものが必要である。 

学校現場で活躍する教員にとっては，目の前の子供たちへの対応など，学校現場で現に生

じている状況に対応することに多くの時間や労力が割かれている。こうしたことを踏まえ

ても，現場の教員が研修を受けることで，必要な知識や技能などを自然と身に付けること

ができるような支援が必要であり，その意味でも，研修実施等の目安として，教員や教育

委員会をはじめとする関係組織の支えになるものとして，共通の体系的指標を整備するこ

とが必要である。 

こうしたことから，教員のキャリアステージに応じて身に付けることが求められる能力を



 
 

7 
 

明確化する教員育成指標が全国的に整備されることが必要であり，国はそのための所要の

措置を講じるべきである。こうした指標の体系的な整備により，教員の高度専門職業人と

しての地位の確立に寄与することが期待され，教員が自信と誇りを持ちつつ，指導に当た

ることが可能になると考えられる。 

子供たちや学校，教員，地域等の実情はそれぞれ異なるため，「教員育成協議会」（仮称）

ごとに協議・調整を行い，学校と地域の連携・協働体制を構築しつつ，教員育成指標を整

備していくことが必要である。また，各地域の課題や特性を踏まえ，自主性や自律性が最

大限発揮される制度となるよう配慮が必要である。とりわけ，私立学校については，自主

性・自律性がより配慮される必要がある。 

教員育成指標は教員の経験や能力，適性，学校種等を考慮しつつ，各地域の実情に応じて，

例えば，初任段階，中堅，ベテラン，管理職や専門職段階など，ある程度の段階に分けて

策定されることが必要である。 

一方，高度専門職業人としての教員に共通に求められる資質能力，グローバル化をはじめ

とする大きな社会構造の変化の中にあって，全国を通じて配慮しなければならない事項や

それぞれのキャリアステージに応じて最低限身に付けるべき能力などについては，各地域

が参酌すべきものとして国が策定指針などにおいて大綱的に示していくべきであり，その

際には，各教育委員会や大学における先行事例を参考にしつつ，関係者等の意見を聞きな

がら別途十分な検討を行った上で提示することが適当である。 

前述したように，これはあくまでも教員や教育委員会をはじめとする関係組織の支援のた

めの措置であり，決して国の価値観の押しつけ等ではなく，各地域の自主性や自律性を阻

害するものとなってはならない。 

こうして整備される教員育成指標を踏まえ，各教育委員会や各大学において教員研修や教

員養成が行われることが重要である。その際，望ましい研修の在り方や実施されるべき事

項を国が参考に提示することや，国の策定指針を踏まえ，大学が教職課程を編成するに当

たり参考とする指針（教職課程コアカリキュラム）を関係者が共同で作成することで，教

員の養成，研修を通じた教員育成における全国的な水準の確保を行っていくことが必要で

ある。ただし，その一方で具体的な養成や研修の手法等については，養成を担う各大学や

研修を担う各教育委員会の自主性，自律性に委ねられるべきである。 
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教育再生実行会議第五次提言「今後の学制等の在り方について」（平成 26 年 7 月 3 日）（抄） 
 
２．教員免許制度を改革するとともに、社会から尊敬され学び続ける質の高い教師を確保

するため、養成や採用、研修等の在り方を見直す。 
上記１で述べた改革を実現に導くには、子供一人一人の可能性を引き出し、能力を伸ばし

ていく教師の存在が不可欠であり、その資質・能力の向上や配置の充実を一体のものとし

て行わなければなりません。教師が自らの人間性や専門性を発揮して子供を教え導くこと

ができるよう、学制改革の機会を捉え、免許、養成、採用、研修、配置、処遇などの制度

全般の在り方を考える必要があります。 
学制改革に伴い、学校間の連携や一貫教育を推進し、柔軟かつ効果的な教育を行う観点か

ら、教師が学校種を越えて教科等の専門性に応じた指導ができるよう教員免許制度を改革

するとともに、専科指導等のための教職員の配置や専門性を持つ人材の活用を図ることが

必要です。 
また、教師には、教育に対する強い情熱、豊かな人間性や社会性、実践的で確かな指導力

が求められます。自ら学び続ける強い意志を備えた質の高い教師を確保するとともに、教

師が社会から尊敬され、その力が十分に発揮されるよう、教師の養成や採用、研修等の在

り方についても見直す必要があります。 
  



 
 

9 
 

教育再生実行会議第七次提言「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う 
教育、教師の在り方について」（平成 27 年 5 月 14 日）（抄） 
 
３． 教師に優れた人材が集まる改革 
～教育の革新を実践できる人材に教壇に立ってもらうために～   
２．で述べた教育内容・方法の革新が、学校現場で効果的に実践されるかどうかは、直接、

子供の指導に当たる一人一人の教師の資質・能力と学校の教職員体制にかかっています。

特に、今後実行される高大接続改革に対応した教育への転換を図るためにも、教師の養成・

採用・研修の改革が喫緊の課題です。国際的な調査によれば、我が国の教師は、研修意欲

が高く、教師間での授業研究がよく行われているとされており、今後も、こうした存在で

あり続けることが重要です。 
教師の影響力は子供の一生に及びます。このため、教師に優秀な人材を得ることが決定的

に重要です。そのためには、教職が、未来を担う子供の志や人格の形成に携わる専門職と

して、その魅力を高め、優れた人材が教師を目指し、教育活動に専念できる環境を整える

とともに、大学教員も含め、教育に携わる者に対する尊敬、信頼、名誉、処遇など社会の

評価を高め、国として、改めて教師に優秀な人材を求めるという姿勢を明確に打ち出す必

要があります。その際、様々な知識、技能、経験を持った社会人を積極的に学校現場に導

入し、多様な学習活動を支える指導体制を充実させることも重要です。 
また、国として、社会の変化を見据えて、教師が身に付けておくべき資質・能力を明示し、

それに基づきつつ、教師が、４年間の教職課程での学びで終わることなく、教職生活全体

を通じ、体系的に学び続けられる体制を整備することが不可欠です。 
そして、研鑽を積み、優れた指導力や人格を備えた教師が、大学での教師の養成に携わり、

次世代の優れた教師を育てるという好循環を創り出すことが必要です。 


